
（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

１ 現状 

（１） 境町の災害リスク等 

① 境町の地理的特性 

【位置】 
境町は関東平野のほぼ中央、首都 50 キロメートル圏

内にあり、茨城県の南西部、県庁所在地の水戸市まで

約 70 キロメートルに位置している。利根川と江戸川

の分岐左岸に位置し、本町の南西部を利根川が流れ、

その利根川をはさんで千葉県に面している。また、周

囲は古河市、坂東市、五霞町、千葉県野田市に隣接し

ている。 （図 1 参照） 
 

【地形・地質】 
地表はおおむね関東ローム層に覆われ、起伏も少なく 
標高は10～20ｍ程度でほぼ平坦な地形となって   

いる。 
ほぼ平坦な地形となっている。 本町は東西に８キロ

メートル、南北に 11 キロメートルの長方形に近い地

形で、面積は 46.59 平方キロメートルとなっている。 
地勢的には、利根川流域に形成された平坦沖積地帯と古河市、坂東市に接する洪積 

台地からなり、利根川沿いに東から長井戸沼、一ノ谷沼、鵠戸沼の各跡地となる低湿

地は主に水田、台地は畑地を形成している。 

また、関東造盆地運動という沈隆運動の中心の一つである栗橋周辺にあたるため「す

り鉢状」の地形をなし、利根川中流域の左岸においても町全体が特に低い場所にあ

る。  
 

  【水 系】 
〇利根川 

群馬県の大水上山（標高約1,800m）を水源とした第一級河川で、関東平野を形成する

日本最大流域面積（16,840 ㎢）をほこり、支流の数は日本一となる794 河川で広域に

わたる。 

〇中小河川 

本町には南北に４本の中小河川、用排水路が流れ、西から１級河川の宮戸川、土地改

良区の中央排水路、準用河川の染谷川、土地改良区の鵠戸川、利根川沿川の旧市街地

には、雨水を集め、利根川へ排水するため全長約1.3km の都市下水路（開渠）が通っ 

ており、更に平成27 年の関東・東北豪雨災害を受け、冠水対策として１時間54mm の

豪雨に対応した雨水バイパス菅（暗渠）を構築した。なお、本町の北西には西仁連川、

飯沼川、東仁連川が八千代町の境界沿いに流れている。 
 

【気候】 
気候は、太平洋側の温暖な地域で、年間降水量は約1,200～1,300 ㎜程度で、日本の

平均の約1,700 ㎜よりも少ない。降水量は、６月と９～10 月が多く、特に秋雨前線

 
図 1「境町位置図」 



と台風の影響により、９月が最も多い。なお、台風の統計を開始した1951 年以降、

県への台風の上陸はなく、本町としても直撃は免れている。冬季における降雪は年

数回と少ないものの、三国山脈から吹きおろす乾燥した強い西風が吹き、２～３月

が最も風速が強まる。しかし、全体的には、恵まれた自然条件となっている。 

 
② 想定される境町の災害リスク 

【被害をもたらす可能性のある地震】 

県では、「茨城県地震被害想定（平成30 年12 月）」を見直し、県に大きな被害をもた

らすおそれのある想定地震として次の７つの地震を設定した。このうち本町に最も影響

を及ぼす地震は、茨城・埼玉県境の地震で震度６強が想定されている。 

 

＜想定地震とその概要＞  

◆茨城県を震源地とした被害想定 

No 地  震  名 
地震規模 

（Mw） 
想定の観点 

境町の 

最大震度 

① 茨城県南部の地震（茨城県南部） ７．３ 首都直下のＭ７クラスの

茨城県南部地域に影響の

ある地震の被害 

６弱 

② 茨城・埼玉県境の地震（茨城・埼玉県境） ７．３ ６強 

③ 
Ｆ１断層、北方陸域の断層、塩ノ平地震断

層の連動による地震（Ｆ１断層） 
７．１ 

県北部の活断層による地

震の被害 

４ 

④ 
棚倉破砕帯東縁断層、同西縁断層の連動に

よる地震（棚倉破砕帯） 
７．０ ４ 

⑤ 
太平洋プレート内の地震（北部） 

（太平洋プレート（北部）） 
７．５ 

プレート内で発生する地

震の被害 

５強 

⑥ 
太平洋プレート内の地震（南部） 

（太平洋プレート（南部）） 
７．５ ５強 

⑦ 
茨城県沖から房総半島沖にかけての地震 

（茨城県沖～房総半島沖） 
８．４ 津波による被害 ６弱 

 

  

 

                  ＜想定被害状況＞ 

建物被害 
全壊 最大69棟 

半壊 最大851棟 

人的被害 
死 者 数 5名 

避難所避難数 960名 

 



＜「茨城・埼玉県境の地震」の震度分布及び液状化危険度分布＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図２「茨城・埼玉県境の地震震度分布（左）、液状化危険度分布（右）」 
 

 

＜「茨城・埼玉県境の地震」の想定被害（境町関係分）＞ 

建物 

被害 

揺れ 

（冬深夜） 

全 壊 最大69棟 

半 壊 最大851棟 

人的 

被害 

死傷者（冬深夜） 5人 

負傷者 

（冬深夜） 

重傷者 7人 

軽症者 128人 

計 135人 

避難者数 

（被災当日） 

避難所 960人 

避難所外 640人 

計 1600人 

 

 

【被害をもたらす可能性のある水害】 

過去の水害にみるように、利根川が氾濫した場合は、本町のみならず流域を中心とし

て大規模な国難級の災害となる。また、渡良瀬川が茨城県内左岸で氾濫した場合も、

同様な様相を呈する。 

特に、群馬県や栃木県の上流で大雨が降り続いた場合は、利根川や渡良瀬川の氾濫の

危険性が高まり、国のシミュレーション結果では氾濫により流域全体が大災害とな

り、流域自治体の中でも本町の被害が一番多く発生し、避難率80％の場合、1/200 年

の水害で約500 人、1/1000 年の水害で約800 人が逃げ遅れると想定されている。 

また、思川の氾濫についても影響を受ける。 

 

 



＜利根川浸水想定区域図（想定最大規模）＞ 

平成29 年７月20 日公表の利根川水系利根川浸水想定区域図によると、想定最大規模降

雨（概ね1000 年に１回程度降ると予想される降雨：72 時間の総雨量491 ㎜）により、

利根川の水位上昇により氾濫した場合には、ほぼ町の全域（町民の95％以上が浸水域

内）が浸水する結果となっている。（図３及び図４参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３「利根川浸水想定区域図（想定最大規模）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図４「利根川氾濫流と到達時間の目安」ｖ 

 

 

＜渡良瀬川浸水想定区域図（最大浸水想定）＞ 

平成29 年７月20 日公表の渡良瀬川浸水想定区域図によると、想定最大規模降雨（概ね

1000 年に１回程度降ると予想される降雨：72 時間の総雨量812 ㎜）により、渡良瀬川



の水位上昇により氾濫した場合には、ほぼ町の全域（人口の95％以上が浸水域内）が浸

水する結果となっている。（図５参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図５「渡良瀬川浸水想定区域図（想定最大規模）」 

 

 

＜思川浸水想定区域図（最大浸水想定）＞ 

平成29 年７月20 日公表の渡良瀬川浸水想定区域図によると、想定最大規模降雨（概ね

1000 年に１回程度降ると予想される降雨：72 時間の総雨量491 ㎜）により、思川の水

位上昇により氾濫した場合には、ほぼ町の北西部（人口の44％が浸水域内）が浸水する

結果となっている。（図６参照） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図６「思川浸水想定区域図（想定最大規模）」 

  

 



＜河川別浸水域内人口の状況＞ 

本町における想定最大規模の洪水による浸水域内人口は次のとおり。 

・利根川による浸水人口と最大包絡による浸水域内人口が同数であり、利根川の氾濫が

卓越している。 

・渡良瀬川による氾濫が生じた場合においても、利根川による氾濫と同規模の浸水域内

人口が発生する。 

・思川の氾濫が境町にまで影響を及ぼし、1 万人以上の浸水域内人口が発生する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜感染症＞ 

  新型インフルエンザは、10年から40年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り返してい

る。また、新型コロナウイルス感染症のように国民の大部分が免疫を獲得しておらず、全国的

かつ急速なまん延により、当町においても多くの町民の生命及び健康に重大な影響を与えるお

それがある。 

・イベントや会合の休止、外出自粛の動き等により売上が急減する。 

・部品・材料の納入遅延等サプライチェーンの混乱により、生産が減少し受注を停止せざるを得

なくなる。 

 

 

 

（２）商工業者の状況（「平成 26 年経済センサス‐基礎調査結果」（総務省統計局）) 

 ・商工業者数    １，４３７人 
 ・小規模事業者数  １，０５２人 
 

＜境町の事業所数＞ 
業種分類 商工業者数 うち小規模事業者数 備考（事業所の立地状況等） 

建設業 216 214 町内に広く分散している 

製造業 222 181 町内に広く分散している 

卸売業、小売業 356 337 町内に広く分散している 

その他 643 320 町内に広く分散している 

合計 1,437 1,052  

 

 

 

 



 

（３）これまでの取組 

  

１）境町の取組 

①境町地域防災計画の策定（平成２６年９月） 

本計画は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号。以下「災対法」という。）第42条

の規定に基づき、境町における災害対策を実施するにあたり、町並びに防災関係機関

がその全機能を発揮して町民を災害から保護するための事項を定め、もって防災の万

全を期するものである。 

また、本町における各種災害に対応するため基本的かつ総合的な計画として策定するも

のであり、「第１編総則」、「第２編風水害対策計画」、「第３編震災対策計画」、

「第４編原子力災害対策計画」、「第５編一般災害対策計画」、及び「資料編」から構

成され、防災活動の指針としての性格を有するとともに、災害が発生した場合（おそれ

がある場合を含む）、状況に応じて有機的な運用を図るものとする。 
 

② 境町国土強靭化地域計画の策定（令和２年３月） 

本計画は、国土強靱化基本法第13条の規定に基づく「国土強靭化地域計画」として策定

するものであり、本町における国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ための基本的な計画として位置づけられるものである。 

また、県計画が、本町を包含する県内全域に係る計画であることを踏まえ、同計画と

の連携・役割分担を図るとともに、「第6次境町総合計画」や「境町地域防災計画」等

と連携して、国土強靱化に関して、本町におけるさまざまな分野の計画等の指針とな

るものである。 

 

③ 境町第６次総合計画（平成３１年３月） 

本計画では、第３章第３節第１項に「防災対策」として、基本目標に「町民の生命・身

体・財産を守るため、災害に強いまちづくりを進めていくとともに、地域ぐるみで防災

対策の強化」を掲げ、次の事項に取り組んでいる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

④避難所等の整備 

利根川や渡良瀬川が氾濫した場合は、町内の避難所のほとんどが使用できないことが想

定されるため、浸水想定区域外の総和工業高校（古河市）、旧坂東総合高校(坂東市)、

八千代高校（八千代町）及びその近傍の公園又は民間駐車場等に広域避難所（場所）

（備蓄品保管場所を含む。）を確保している。 

また、地震災害などに対応するため、指定避難所となる町内の５個小学校に備蓄品用

倉庫及び給水用地下タンクを設置している。 

１ 防災体制の強化 
 ・地域防災計画の見直し、広域避難計画策定、自主防災組織の支援等 
２ 災害に強いまちづくり 
 ・水害に備えた避難所の確保、河川防災ステーションの設置など 
３ 防災意識の高揚 
 ・防災講演会、講習会の実施、総合防災訓練の実施など 



さらに、逃げ遅れた場合に命を守るための施設として水害避難タワー（役場庁舎西

側）、アイレットハウス３か所（モクセイ館・ひまわり館・さくら館）の屋上を緊急

避難場所として指定している。 

なお、各避難所に保管している主な備蓄品は次のとおり。 

区 分 品       名 

主  食 レトルトごはん、缶入りパン等 

飲 料 水 10年保存水、液体ミルク、飲料水（地下タンク） 

衛 生 用 品 簡易トイレ、携帯トイレ、マスク、消毒液等 

避難所用品 プライバシーテント、段ボールベッド、毛布、発電機等 

情 報 器 材 
防災行政無線戸別受信機（各避難所に設置） 

テレビ（各施設設置分を借用） 

 

   

⑤新型インフルエンザ等に関する計画の整備 

茨城県新型インフルエンザ等対策行動計画において「市町村は、新型インフルエンザ等

が発生したときは、基本的対処方針に基づき、新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅

速に実施し、当該市町村内において関係機関が実施する新型インフルエンザ等対策を総

合的に推進する責務を有する。市町村は、住民に最も近い行政単位であり、地域住民に

対するワクチンの接種や、住民の生活支援、新型インフルエンザ等発生時の要支援者へ

の支援に関し、基本的対処方針に基づき、的確に対策を実施することが求められる。 

対策の実施に当たっては、県や近隣市町村、医療機関、市郡医師会等関係機関と緊密な

連携を図る。」と定められており、令和２年３月１４日に新型インフルエンザ等対策特

別措置法の一部が改正され、新型コロナウイルス感染症が追加された。 

このため、境町は「新型コロナウイルス感染症における境町の対応について（令和２

年４月７日）」を策定し、感染者発生時の対応方針を定めた。 

また「新型コロナウイルス感染症に係る予防・対応マニュアル（令和２年４月８日）」

を作成し、職員が行う予防策・対応策について定めた。 
 

 

２）当会の取組 

・事業者へＢＣＰ（事業継続力強化計画を含む）（以下、事業者ＢＣＰとする。）に関する国の

施策の周知 

近年の大規模自然災害の頻発を受け、当会では事業継続力強化計画事業者向けリーフレット

や「事業継続力強化計画」認定制度の案内を窓口及び巡回等により小規模事業者等に対し、配

布・周知を行ってきた。  

 

・事業者ＢＣＰ策定セミナーの周知・斡旋 

ＢＣＰの必要性が高まっている現状を踏まえ、小規模事業者向けのＢＣＰ策定セミナー及び

関連セミナーを計画している。 

 

・損害保険への加入促進 

小規模事業者に対する業務上の災害など財産のリスクヘッジ対策として、中小企業ＰＬ保険

制度、業務災害補償プラン、ビジネス総合保険の普及・加入促進及び茨城県火災共済協同組合

と連携した火災共済の普及・加入促進を行って災害等に備えてきた。 

  

・防災備品の備蓄 



災害発生に伴う停電時等の最低限の会館保守を目的に、発電機、MCA無線機、簡易トイレ、簡

易トイレ用テント、食器類（割り箸、スプーン、缶切り、紙製食器、ラップ、アルミホイ

ル）、ラジオ、懐中電灯、ブルーシート、乾電池、ストーブ、灯油、カセットボンベ（発電機

用）、救急用品、医薬品、担架、衛生用品（ウェットティッシュ、トイレットペーパー、マス

ク、消毒用アルコール、歯ブラシ、生理用品当）、作業用防具類（ヘルメット、防塵マスク、

アイガード、作業用手袋）、工具類、文具類、軍手及びゴム手袋、タオル、ゴミ箱等の防災用

品を当会館内及び倉庫に備蓄する。 

 

（感染症） 

・特別相談窓口の設置（資金調達、給付金、助成金等の国や県、町の施策の情報提供）、事業者

への影響調査、イベントの中止／延期 

・茨城県、茨城県商工会連合会、境町と連携した感染拡大防止に向けた情報提供 

 

２ 課題 

現状では、自然災害等による緊急時の取組について漠然的な記載にとどまり、協力体制など具体的

な体制が整備されていない。そのために次の点が商工会および管内事業者の課題となっている。 

 

 （商工会の課題） 

  ・緊急時におけるＢＣＰに沿った対応トレーニングができていないため、緊急時の対応及び行

動が職員に周知教育できていない。 

  ・当会職員には防災経験や訓練自体の経験者が少なく、ハザードマップの把握をはじめとする

危機管理に関する情報収集や防災意識の高揚が急務である。 

・当商工会の所在地が河川氾濫に伴う浸水の可能性が高く、発災時に早急な対応の拠点として

機能しない可能がある。 

  ・職員の事業者ＢＣＰ策定に関する支援スキル取得が急務である。 

  ・感染症リスクを考慮すると、テレワークや遠隔地とのやり取りにおけるオンライン会議シス

テム等の仕組みづくりが必要である。 

  ・職場における感染防止対策の周知と実施の徹底、確認が必要である。 

 

 （管内事業者の課題） 

  ・管内事業者の事業継続力強化計画の策定件数が十分ではなく、啓発活動の強化が必要であ

り、事業者に向けた地域の災害リスクに関しての周知も不足している。 

  ・管内事業者には、特に家族のみで経営している小規模事業者が多く、ＢＣＰへの関心は低

く、ＢＣＰに取組む意識も薄く優先順位も高くないため、防災・減災・復旧対策が不十分で

ある。 

  ・新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、一斉休業や営業停止に

追い込まれるリスクがあるため、感染症リスクに対応した支援体制を構築する必要がある。 

 

３ 目標 

・地区内小規模事業者に対し、自然災害リスクや感染症等リスクを認識させ、事前対策の必要性

を周知する。 

・災害発生時における情報共有体制を円滑に行うため、商工会・県・町との間における被害情報

報告、共有ルートを構築する。 

・災害発生後、速やかな復興支援策が行えるよう、また域内において感染症発生時には速やかに

拡大防止措置を行えるよう、組織内における体制、関係機関との連携体制を平時から構築す

る。 

・また域内において感染症発生時には速やかに拡大防止措置を行えるよう、組織内における体

制、関係機関との連携体制を平時から構築する。 



・小規模事業者に対して災害リスクの認識を促すとともに、事前の計画策定等を支援する。 

事業継続力強化計画認定 ２５社／５年 

各種共済・保険制度への加入推進（見直し含む）３０社／５年 

（火災保険、業務災害保険、ビジネス総合保険、経営者休業補償、休業対応応援共済、福祉共

済、貯蓄共済、その他） 

・館内の感染予防対策を行った上での来客者対応を心掛け、感染症リスクに対応できる体制の構

築を図る。 

・感染症発生時には、専門的な知見を有する保健所などの行政機関や茨城県商工会連合会と緊密

な連携をとり、感染症に対する正しい知識や感染防止策等の周知に努める。 

 

※ その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに茨城県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

１ 事業継続力強化支援事業の実施期間 

（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

２ 事業継続力強化支援事業の内容 

当会と当町の役割分担及び体制を整理し、連携して以下の事業を実施する。 

 

（１）事前の対策 

自然災害等による緊急時の取組について具体的な体制やマニュアルを整備し、自然災害発災

時や感染症発生時に速やかな応急対策等に取り組めるようにする。 

 

（ア）小規模事業者に対する災害等リスクの周知 

・巡回経営指導時に、ハザードマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災害等のリスク

及びその影響を軽減するための取組や対策（事業休業への備え、水災補償等の損害保険・共

済加入、行政の支援策の活用等）について説明する。 

・会報や町広報、ホームページ等において、国の施策の紹介や、リスク対策の必要性、損害保

険や生命保険、傷害保険等の概要、事業者ＢＣＰ（事業継続力強化計画のほか、即時に取組

可能な簡易的なものを含む）に積極的に取り組む小規模事業者の紹介等を行う。 

・小規模事業者に対し、事業者ＢＣＰの策定による実効性のある取組の推進や、効果的な訓練

等について指導及び助言を行う。 

・事業継続の取組に関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナーや行政の施

策の紹介、損害保険の紹介等を実施する。 

・新型ウイルス感染症は、いつでも、どこでも発生する可能性があり、感染の状況も日々変化

するため、事業者には常に最新の正しい情報を入手し、デマに惑わされることなく、冷静に

対応することを周知する。 

・新型ウイルス感染症に関しては業種別ガイドラインに基づき、感染拡大防止策等について事

業者への周知を行うとともに、今後の感染症対策に繋がる支援を実施する。 

・事業者へ、マスクや消毒液等の一定量の備蓄、オフィス内換気設備の設置、ＩＴやテレワー

ク環境を整備するための情報や支援策等を提供する。 

 

（イ）商工会の事業継続計画の作成 

・当会は、令和４年度に事業継続計画（ＢＣＰ）を策定（別添）。 

 

（ウ）関係団体等との連携 

・損害保険会社と連携し、会員事業者等を対象に専門家派遣や普及啓発セミナー等を実施する。

また関係機関への普及啓発ポスター掲示やリーフレット設置を依頼する。 

・感染症に関しては、収束時期が予測しづらいこともあり、リスクファイナンス対策として各

種保険（生命保険や傷害保険、感染症特約付き休業補償など）の紹介等も実施する。 

    

＜目標＞ 

 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

①セミナー開催数 １回 １回 ２回 ２回 ２回 

②セミナー参加者数 ５社 ５社 ８社 ８社 ８社 

③ＢＣＰプラン策定 １件 １件 ３件 ３件 ３件 

 

 



（エ）フォローアップ 

・小規模事業者の事業者ＢＣＰ等取組状況を確認する。 

・事業者ＢＣＰ策定支援の進捗につき、経営指導員が巡回窓口等で確認し随時必要な場合には、   

専門家を交えるなどフォローを行う。 

・必要に応じて境町事業継続力強化支援協議会（仮称）（構成員：当会、当町）を開催し、状況

確認や改善点等について協議する。 

 

（オ）当該計画に係る訓練の実施 

・自然災害（震度６強の地震）が発生したと仮定し、当町との連絡ルートの確認等を行う。 

（訓練は必要に応じて実施する）。 

 

（２）発災後の対策 

 

■大規模自然災害 

自然災害等による発災時には、人命救助が第一であることは言うまでもない。そのうえで、下

記の手順で地区内の被害状況を把握し、関係機関へ連絡する。 

 

①応急対策の実施可否の確認 

・発災後、１時間以内に職員の安否報告を行う。 

（ＳＮＳ等を利用した安否確認や業務従事の可否、大まかな被害状況（家屋被害や道路状況等）

等を当会と当町で共有する。） 

 

②応急対策の方針決定 

・当会と当町との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を決める。 

（豪雨における例） 

職員自身の目視で命の危険を感じる降雨状況の場合は、出勤せず、職員自身がまず身の安全確

保を行った上で、警報解除後に出勤する。 

・職員全員が被災する等により応急対策ができない場合の役割分担を決める。 

・大まかな被害状況を確認し、３日以内に町、県連と情報共有する。 

※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

 

 

 

 

被害規模 被害の状況 想定する応急対応 

大規模な被害がある 

・地区内１０％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラ

スが割れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 
・地区内１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全

壊・半壊」等、大きな被害が発生している。 
・被害が見込まれる地域において連絡が取れない、も

しくは、交通網が遮断されており、確認ができない。 

①相談窓口の設置 
②被害調査 
③経営課題把握 
④復興支援業務 

被害がある 

・地区内１％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラス

が割れる」等、比較的軽微な被害が発生している。 
・地区内０.１％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物

の全壊・半壊」等、大きな被害が発生している。 

①相談窓口の設置 
②被害調査 
③経営課題把握 

ほぼ被害はない ・目立った被害の情報がない 特に行わない 



③被害情報の共有 

・当会と当町は、原則として以下の間隔で被害情報等を共有する。 

発災後～１週間 １日に２回共有する   

１週間～２週間 １日に１回共有する   

２週間～１ヵ月 １週間に２回共有する 

１ヵ月以降 １週間に１回共有する 

 

 

■感染症の世界的大流行（パンデミック） 

感染症の世界的大流行（パンデミック）が発生した場合は、以下の手順で対応する。 

 

①管内事業者に対するリスクの周知 

・発生国の経済状況・工場の稼働状況等、今後管内事業者の経営に影響を与えうるリスクについ

て周知する。 

 

②管内事業者の被害状況の確認 

・当町は、来庁又は問い合わせを受けた管内事業者の被害状況を確認する。 

・当会は、巡回・電話等により管内事業者の被害状況を確認する。 

 

③被害情報の共有 

・当会と当町は、原則として以下の間隔で被害情報等を共有する 

海外発生期 １週間に１回共有する   

国内発生早期 １週間に２回共有する   

国内感染期 ２日に１回共有する    

国内感染拡大期 １日に１回共有する    
 

④被害情報の報告 

・当会と当町で情報を共有した上で、町においては県が定める期日までに県へ報告する。また、

当会においては県連合会が定める期日までに県連合会に対しても報告を行う。 

 

（３）発災時における指示命令系統・連絡体制 

・自然災害等発生時に、地区内の小規模事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に行

うことができる仕組みを構築する。 

・二次被害を防止するため、被災地域での活動を行うことの可否について検討する。 

・当会と当町は被害状況の確認方法や被害額（合計、建物、設備、商品等）の算定方法について、

あらかじめ確認しておく。 

・当会と当町が共有した情報を、茨城県の指定する方法にて当会又は当町より連合会を通じて茨

城県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 



 （連絡体制） 
 
     
  
 
 

 
                                  通常連絡ルート 
 
 
        

                                  

緊急連絡ルート 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
（被害状況様式） 茨城県産業戦略部災害対応マニュアル様式 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（４）応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援 

・相談窓口の開設方法について、境町と相談する（当会は、国の依頼を受けた場合は、特別相談窓

口を設置する）。 

・安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

・地区内小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

・応急時に有効な被災事業者施策（国や茨城県、市町村等の施策）について、地区内小規模事業者

等へ巡回訪問やホームページ等で周知する。 

・感染症の場合、事業活動に影響を受ける、またはその恐れがある小規模事業者を対象とした支援

策や相談窓口の開設等を行う。 

 

 

 

 

○関係団体の被害の概要

○被災中小企業者の被害状況詳細（関東経済産業局への報告を想定したもの）

面積
（㎡）

被害額
（千円）

用途
面積
（㎡）

被害額
（千円）

時価
（千円）

被害額
（千円）

時価
（千円）

被害額
（千円）

例 ●市 Ａ 茨城産業(株) 金属加工 工業 5 20,000 100 200 100 300 100 80 100 90 670 134

※所有土地，建物，設備，商品等被害の概要を記載 ※左記以外の被害の概要（例えば，直接的な被害が無くても，関連企業等が被害を受け
たことにより，流通経路に障害が発生した場合など）

人的被害 物的被害 その他

被害額
（千円）

b

被災中小企業者の概要

被害
態様

団体等名

土地 商品，原材料，仕掛品等建物 機械設備

計

産業戦略部関係団体の被害状況

従業員対
被害額
（千円）

b/a

事業用資産の被害状況

報 告 者
電話番号

Ｎｏ
事業所名 業種

工業
or

商業

従業員数
（人）

a

資本金
（千円）

所在地

※職員，従業員等の被害の概要を記載

茨 城 県 関東経済産業局等 

茨城県商工会連合会 

境 町 商 工 会 及 び 境 町 



（５）地区内小規模事業者に対する復興支援 

・茨城県の方針に従って、復旧・復興の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

・被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難な場合には、他の地域からの応援      

派遣等を茨城県等に相談する。 

 

※その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに茨城県へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和５年１月現在） 

（１） 実施体制 

（商工会又は商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／関係市町村の事業継続力強

化支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関

与体制 等） 
 

             

             

 

                         

    

 

                              

 

 

 

                        確認  連携                              

 

 

 

 

 

 

④ 商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 
①当該経営指導員の氏名、連絡先 
 

 法定経営指導員 内海 正晴【連絡先は後述（３）①参照】 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

※以下に関する必要な情報の提供及び助言等を行う 

・本計画の具体的な取組の企画や実行 

・本計画に基づく進捗確認、見直し等フォローアップ（１年に１回以上） 

 

（３）商工会、関係市町村連絡先 

①境町商工会 

 〒３０６－０４３３ 茨城県猿島郡境町９６５－２９ 

TEL：０２８０－８７－０３８０ ／ FAX：０２８０－８７－４２４７ 

E-mail：https://sakaishoko.or.jp 

 

②境町役場秘書公室まちづくり推進課 

〒３０６－０４９５ 茨城県猿島郡境町３９１－１ 

境町商工会 

事務局長 

境町 

秘書公室長 

境町商工会 

法定経営指導員 

境町 

まちづくり推進課 

連携 

連携調整 

境町 

防災安全課 



TEL：０２８０－８１－１３００ ／ FAX：０２８０－８６－７５２１ 

E-mail：syoko@town.ibaraki-sakai.lg.jp 

 

 

※ その他 

・上記内容に変更が生じた場合は、速やかに茨城県へ報告する。 

 

 

 

  



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

必要な資金の額 220 220 450 450 450 

 

専門家派遣費 

会議運営費 

セミナー開催費 

パンフ・チラシ作成費 

 

 

 

 

220 220 450 450 450 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、町補助金、県補助金、事業収入 等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

 

 

連携無し

 


